
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

」國i翌1聖塾堕週塵塾=_国連
UNHCR量」笙_

1 事業の成果
2023年にはウクライナ危機が膠着状態のまま 2年 目を迎えたほか、2月 6日 にはトルコ南東部と

シリア北部を襲った大規模地震により、数千人が生命を失い家屋やインフラが損壊するなど大きな被害

がもたらされました。このほか、シリア、イエメン、コンゴ民主共和国などで続く紛争に終わりは

見えず、世界各地で難民問題は長期化する傾向にあります。依然として増え続ける故郷を追われた人々

の数は、2023年上半期には 1億人 1千万人を超え、第二次世界大戦以降最大の数に達しました。難民

や国内避難民が増え続ける背景には、紛争や暴力に加え、気候変動など新たな要因もあります。

このような状況のもと、国連UNHCR協会は、国連総会で採択された「難民に関するグローバル・

コンパクト」が謳う「社会全体による難民支援」を日本の民間社会において実現するため、国内での

募金活動および広報活動に努めました。その結果として、個人、企業、経済団体ほか各種民間団体、

自治体、学校等から、UNHCRの難民支援活動に対する幅広く大きな理解と支援を得ました。
日本政府が共同議長を務めた国際会議「第 2回グローバル難民フォーラム」が 12月 にジュネーヴで

開催された際には日本の市民社会からの参加を呼びかけたところ、経団連、企業、宗教団体などの参加

と難民支援への協力の表明を得ることができました。また、難民への共感と支援の輸を拡げていくこと

を目的として 11月 に開催した第 18回難民映画祭は、多くのメディアで取り上げられ大きな反響を得た

ほか、大学、自治体、企業などの協力団体などが「難民映画祭パー トナーズ」として上映会を開催する

という派生効果ももたらしました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 12,665,535千円)

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象
」Z
徊

人数

事業費
(千円)

国連難民高等

弁務官事務所

および援助関係者

による難民への

援助活動に対する

協力と支援

UNHCR(国 連難民高等弁務
官事務所)への寄付金送金、
その他の協力と支援

年 12回

UNHCR
本部、

UNHCR
駐 日

事務所

約 5名
世界の

難民・国内

避難民

不特定

多数
10,324,182

本会の支援者

および寄付者の

募集ならびに各種

サービスの提供

ダイレクトメール送付や

インターネットでの広告を

通じた寄付者の募集

常時 全 国 約 8名

世界の

難民・国内

避難民

不特定

多数
376,007



本会の支援者

および寄付者の

募集ならびに各種

サービスの提供

商業施設や公共の場での国連

難民支援キャンペーン実施を

通じた寄付者の募集

常時 全 国 約 105名
世界の

難民・国内

避難民

不特定

多数
846,293

ご支援のお願いレターと
ニュースレターや活動報告等

の発行と送付、その他の既存

寄付者へのサービスおよび

寄付の募集

常時
全国ヘ

送付
約 17名

世界の

難民・国内

避難民、

支援者、

寄付者

不特定

多数
927,685

電話や訪問その他を通じた

企業や団体に対する募金活動
常時 全国 約 6名

世界の

難民・国内

避難民

不特定

多数
64,056

世界の難民問題に

関する知識の普及

と啓発

イベント開催、ウェブサイ ト

運営、メールニュース配信、

SNSによる広報・啓発活動
随時 全 国 約 7名

支援者、

寄付者、

社会一般

(ウェフ・サイト

閲覧年間約

150万人、
メーにュウ配信

約 16万人×

年 15回 )

不特定

多数
127,312

(2)その他の事業 (事業費の総費用 0千円)

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

文化芸術イベント、

スポーツイベント

などの開催

該当なし 0

楽曲、ビデオ、書籍、

物品などの製作・販売
該当なし 0

企業または団体との

パー トナーシップ事業
該当なし 0

不動産等の賃貸事業 該当なし 0

セミナー、講演会などの

開催および講師の派遣
該当なし 0
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正味財産増減計算書
2023年 1月 1日 から2023年 12月 31日 まで

10,324,182,441

2.818.511

682,782

19,180

5,138,964

207,185,146

2,794,504

303,900,884

164,782,712

14.840,709

604,494.583

2,012,639

96.667,420

5,755,954

41,950.582

194,477

786.276

103,365

508,203,143

3,793.529

135,000

1,053.521

34,328,924

2,206,142

36,484,877

26,528.500

251,866,939

22.508,692
114、 340

276,892

761,440

769,824

146.330

19,830

2,205,474

25,314,969

(単位 :円 )

I 一般正味財産増減の
1.経常増減の部
(1)経常収益
受取会費

正会員受取会費

受取補助金等

受取助成金

受取寄付金

UNHCR寄付金
寄付金振替額

協会支援フアンド

受取助成金振替額

現物供与

雑収益

経常収益計

(2)経常費用

事業費

UNHCR支援金
会場費(事 )
会議費(事 )
保険料(事 )
修繕維持費(事 )
制作費(事 )
印刷費(事 )
広告費(事 )
支払手数料(事 )
旅費交通費(事 )
業務委託費(事 )
水道光熱費(事 )
法定福利費(事 )
消耗品費(事 )
減価償却費(事 )
研修費(事 )
福利厚生費(事 )
租税公課(事 )
給与手当(事 )
賞与(事 )
諸会費(事 )
諸謝金(事 )
賃借料(事 )
資料費(事 )
賞与引当金繰入(事 )
退職給付費用(事 )
通信運搬費(事 )
通勤費(事 )
雑費(事〕
管理費

会議費(管 )
保険料(管 )
修繕維持費(管 )
制作費(管 )
印刷費(管 )
支払手数料(管 )
旅費交通費(管 )
業務委託費(管 )

18,449,518,672

2,075,791

383,938

24,170

3,958,065

169,008,868

2,385,624

423,389,873

176,372,704

13,401,007

845,994,080

1,824,260

98,309,593

5,490,943

47,529,636

1,599,600

803,339

315,760

563,576,959

32,471,125

30,000

1,386,639

34,613,086

10,684,270

30,411,152

13,028,100

237,151,791

26,493,082
183.500

215,956

660,080

1,071,588

66,000

135,541

15,399

1,485,356

27,013,209

△8,125,336,231

742,720

298,344

△4,990

1,180,899

38,176,278

408,880

△119,488,989

△11,589,992

1,439,702

△241,499,497

188,379

△1,642,173

265,011

△5,579,054

△1,405,123

△17,063

△212,395

△55,373,816

△28,677,596

105,000

△333,118

△234,162

△8,478,128

6,073,725

13,500,400

14,715,148

△3,984,390
△69.160

60,936

101,360

△301,764

△66,000

10,789

4,431

720,118

△1,698,240

科    目 当年度 前年度 増 減

1,562,820,000

8,454,622,704

11,344,601,447

7,635,038

1,639,198

40,516

3,787,820

700,000

△297,693,620

507,506,348

△8,732,443,376

6,900,335

△1,545,612

△22,6〔И

△2,225,190

△20,000

1,265,126,380

8,962,129,052

2,612,158,071

14,535,373

93,586

17,862

1,562,630

680,000

12,856,302,954 21,375,846,723 △8,519,543,769



科    目 当年度 前年度 増 減

水道光熱費(管 )
法定福利費(管 )
消耗品費(管 )
減価償却費(管 )
福利厚生費(管 )
租税公課(管 )
給与手当(管 )
賞与(管 )
諸会費(管 )
諸調金(管 )
賃借料(管 )
賞与引当金繰入(管 )
退職給付費用(管 )
通信運搬費(管 )
通動費(管 )
為替差損(管 )
経常費用計

当期経常増減額
2.経常外増減の部
経常外収益

助成金収入

経常外収益計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高
I指定正味財産増減の部
使途指定寄付金受入額

受取助成金
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

皿 正味財産期末残高

432,996

16,124,688

125,477

3,399,559

65,606

1,878,550

71,047,632

136,897

90,600

10,541,192

8,722,776

7.890,655

12,410,200

8,640,946

994,455

382,552

417,230

16,063,022

145,662

3,729,659

53,947

1,457,780

74,263,761

8,356,042

131,600

7,223,903

8,722,776

8,157,703

5,216,900

5,133,207

944,029

1,392,335

15,766

61,666

△20,185

△330,100

11,659

420,770

△3,216,129

△8,219,145

△41,000

3,317,289

△267,048

7,201,300

3,507,739

50,426

△1,009,783

12,337,922,276 21,364,488,312 △3.526.566.036

18.380.678 11,358,411 7,022,267

221,775 1,774,4`:7 △1,552,672

221,775 1,774,447 △1,552,672

221,775 1,774,447 △1.552,672

18,602,453 13,132,858 5,469,595

986,172,871 973,040,013 13,132,858

1,004,775,324 986,172,871 18.602,453

2,612,158,071

△2,612,251,657

11,344,601,447

1,500,000

△11,346.240,645

△8,732,443,376

△1,500,000

8,733,988,988

△93.586 △139,198 45,612

93,586 232,784 △139,198

93,586 △93,586

1.004.775,324 986.266.457 18.508.867



貸 借 対 照 表
20257軍 12ア子577]コ可7「

円 )

前年度 増 減科 日 当年度

△5,144,208

418,438

△7,970,830

△42,636

1,767,255,590

3,477,033

6,615,029

1,772,399,798

3,058,595

14,585,859

42,636

1,790,086,888 Δ12,739,2361,777,()`7,652

37,686,500

△93,586

86,000,000

104,668,900

86,000,000

66,982,400

931586

153,075,986 37,592,914190,668,900

15,000,445

899,902

112,710,769

16,517,792

19,797,869

310,000,000

△1,625,920

△352,360

△17.852,104

△13,176,917

△1,599,000

13,374,525

547.542

94,858,665

31〔〕40,875

18,198,869

310,000,000

△34,606,3014401320,476 474,926,777

2,986,613630,989,376 628,002,763

△9.752.6232.408.337.028 2.418,089.651

1,187,002,990

50,778,095

12,656,187

44,375,532

1,2731859,284

36,904,171

11,428,484

△86,856,294

13,873,924

1,227,703

38 568 855 5 806 677
1,360,760,794 △65,947,9901,294,812,804

4,080,000

66,982,400 37,686,500

4,080,000

104,668,900

71,062,400 37,686,500108,748,900

△28,261,4901,4031561,704 1,431,823,194

93,586

93,586

(931586)
986,172,871

(86.000,000)

△93,586

△93,586

93,586

18,602,4531,004,775,324

(86,000,000
18,508,8671,004,775,324 986,266,457

2.408.337.028 △9 752 623日 6騒D 匝コ

l.資産の部
1.流動資産

現金預金

未収金

前渡金

立替金

流動資産合計

2.固 定資産

(1)特定資産

ソフトウェア開発特定資産

退職給付引当預金

教育支援活動特定預金

特定資産合計

(2)その他固定資産

建物

什器備品

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

敷金

長期性預金

その他 固定資産合計

固定資産合計

資産合計

■.負債の部
1.流動負債
未払金

前受金

預り金

賞与引当金

流動負債合計

2.固定負債
資産除去債務

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ.正味財産の部
1.指定正味財産
受取助成金

指定正味財産計

(うち特定資産への充当額)

2.一般正味財産
(うち特定資産への充当額)

正味財産合計

負債及び正味財産合計 ■ロロロ璽麗田

(



魅五雄赳」出藍遊晟

1.本財務諸表は公査法人会計基準 (平成20年4月 11日改正平成21年 10月 16日改正令和2年 5月 15日内閣府公菫認定等委員会)
に基づいて作成されている。

2.■要な会針方針

(1)固定資産の減価償却の方法

有
'I多

固定資産 :定率法

無形固定資産 :定額法

(2)引 当金の計上基準

退職給付引当金:職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発

生していると認められる金額を計上している。

なお退職給付債務は期末自己都合要支給顧に基づいて計算している。

賞与引当金 :職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を針上している。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式による。

3.基本財産及び特定責産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増滅及び残高は、次のとおりである。

4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

5.担保に供している資産
該当事項なし

6.固定責産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定責産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

位 1円 )

円 )

7.保証債務等の儡発債務
腋当事項なし

8.指定正味財産から一般正味財産への振薔額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振薔額の内訳は、次のとおりである。

位 1円 )

料  日 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

ソフトウエア開発特定資産

退職給付引当資産

教育支援活動特定預金

86,000,000

66,982,400

93.586

38,946,700 1,260,200

93.586

86.000,000

104.660,900

38.946.700 1.353.786153.075.986合  計

科  目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額 )

(うち一般正味財産
からの充当額 )

(うち負債に対応
する饉)

(104.668.900)

特定費産

ソフトウェア開発特定資産

退職給付引当費産

86.000,000

104,660,900
(86,000,000)

190.663.900 (86.000.000)合   計

科   目 当期末残高

建  物
建物付属設備

什器 備品
ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

8,840,949

17,395,525

22,714,342

424,325,381

3.340.875

7,575,021

5,286,128

22,166.800

329,466,716

1,265,128

12,109,397

547,542

94.858,665

3.(“

`0,875364.495.465 112.121.607476.617.072合  計

内  容 金  額
経常収益への振替額

使途特定受取寄附金の振替額

教育支援活動による振書額

2,612,158.071

93.586

合  計

匡コ亜函亜回

~7面
百雨雨司

匡亜亜亘亜
=巨
亜亜憂亘国

~可
雨西西亜団



9.関連当事者との取引
該当事項なし

10.重要な後発事象
該当事項なし

11.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

12.その他
責産除去債務に関する注記
(1)資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

不動産賃貸借契約に基づき使用する一部の本部事務所について、退去時における原状回復に係る債務を有しており、資産除去債務を

計上している。

また、使用見込期間を主要な資産の耐用年数と見積もり、資産除去債務の金額を算定している。
当事業年度における期末残高は4.000.000円である。

(2)貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

その他の本部事務所についても不動産賃貸僣契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を認識しているが

当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと

認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当腋事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっている。

当事業年度における増滅金額は、当該敷金償却による減少額6“ ,000円である。

その他の賃貸物件については重要性が乏しいため資産除去債務を計上していない。

(単

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加高 当期減少額 当期末残高
貸借対照衰上の
記載区分

助威金
難民高等教育プログラム事業

一般社団法人
育珠の会

93,586 93,586

助成金
両立支援助成金

東京労働局 221,775 221,775

93.586 221.775 315.361計



に 且_量
2023年 12月 01日 現在

(単位 1円 )

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

(流動費慶) 現金

預金

未収金

前ま金

手許保,
苦■■金
三菱UFJ銀 行青山支店
三姜UFJ銀 行青山■支店
三井住友銀行渋谷駅前支店

楽天銀行ビート支店

中央労働全睾渋谷支店
三井住友信託銀行
ゆうちょ銀行0-人支店
ゆうちょ田行振曽口座渋谷
ゆうちょ銀行振替口座渋谷OCR
ゆうちょ銀行振督口座青山■
定期預金
三奎UFJ銀 行青山支店

年末田整選付金等
Floく)dOate

サイトコア
エンジヤ′くン

シャーウオ‐―ター
TeamVi¨ r

運転資金として

寄付金晏入及びUNHCR提出金用として
■転費金として

書付金晏入及びUNHCR提出全用として
運転資金として

書付金晏入及びUNHCR提出全用として
寄付金晏入及びUNHCR提出全用として
寄付金晏入及びUNHCR提出金用として
寄付金晏入及びUNHCR提出金用として
寄付金受入及びUNHCR拠出金用として
寄付金曼入及びUNHCR提出全用として

ヨ転資金として

現金預金針

宙付決済用ソフトウェア使用分
パッケージソフトライセンス使用料●

求人広告サイト利用料
システム使用料
ライセンス使用料

前
=金
合計

100,000

696.662.712

130.651.104

175,70o.573

0.011.300

73.407.546

65,440.557

915,919

133,845.301

3“ ,749,001
3,〔

“

6,240

90,054.201

1,7●7,255,500

3,477,033

1,000,055

1,935,004

2,090,000

1.529.880

59.400

6.615.029

壼働費壼合計 1.777.347.652

く固定費壼)

特定資庄

その他固定贅産

ソフトウェア開発特定資底

退職給付引当資産

建物
建物付日設備

什署備品

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

敷金

長期性預金

■■預金
三■UFJ銀 行青山支店

苦通預金
三贅UFJ銀 行青山支店

東京椰港区南青山六丁目10■ 11号

東京●港区南青山六T目 10■ 11号

東京都港区南青山tT日 3■ 0■

東京●港区南青山六T日 10■ 11号

東京●港区南青山tT目 3■0■

東京都議区南青山六丁目10■ 11■

サーバー内

東京都港区南青山六T目 10■ 11号
サーバー内

東京都港区自青山六丁目10■ 11号

公益財団法人ウエスレー財団

い式会社エー7-′いアセ
=ッ

トマネジメント

三菱UFJ銀 行青山支店

デー‐タベース開発用

●員の退職綸付引当金用

執務室の内装工事.間仕切り、資
=除
去債務分含む

軟務室の照明設備、コンセントエ事

執務室の照明設備、コンセントエ事

腱枷合計

執務室の内姜工事、サーパー、棚、机、格子

執鵬室の内装工事、サーバー、硼、机、格子

仕●■品合計

当日会支■者用データベース

当日会ウェブサイト等で開発中のもの

事務所■費用

事務所■費用

,金合計
余資の運用資金として保有

86.000.000

104.000,000

1.265,120

1,710,410

10,380,007

13.374.525

39,507

500.035

547.542

04,050.005

3,340,875

3,930,000

14.260.000

13.190.000

310.000.000

口雇I雇否丁 030,900,370

責
=合
計 2.403.337.020

(流動■債 ) ネ払金

前受金

預り金

賞与引当金

UNHCR
取引彙者キ

UNHORミ IF

摯員コリ金等

摯員に対するもの

UNHCR本部への提出全
東京都ビジネスサービス他

未払金合計

助成金等
12月分社会保険料等

聰員への賞与用

1.001.010.249

185,184,741

1,187,002.000

50,773,005

12,656.187

4・4,375,532

流動■債合計 1.294.812.004

(固定負債) 資産除去債務
退職綸付引当金

東京都港区自青山六T目 10■ 11号

●員に対するもの
ウェスレーセンター資

=除
去曇務

“

員への退嗜全用

4,000,000

104.“0.000

固定彙債合計 100.740.900

負債合■ 1.403,501,7o4

正味財壼 1,0(“ ,″5,324



` 
基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定費産の明側については、財務諸表に対する注記において記載しております。

2 引当金の明細
(単位 :円 )

附日明細書

科 目 期首残高 当期増加額
当期減少顔

期末残高
目的使用 その他

賞与引当金 38.568.865 44.375.532 38.568.855 44.375.532

退■給付引当金 66.982,400 38,940,700 1.260,200 104.663.900



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事彙年度において■■であったことがある全員の氏名及び住所又は居所土
びにこれらの■についての前事彙年度における●目の有無をE"した名燿)

盤豊埋当整璽嵯込_日型Ш出途

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記
入 )氏   名

1
監事
ミヤウチ  タカヒサ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日宮内 孝久

2 監事
アオイ  チユキ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日青井 千由紀

3
・監事

アツミ  ナオキ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日渥美 直紀

4 監事
イチカワ  マサシ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日市川 正司

5 監事

ホシノ  マモル 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日星野 守

6 監事
オオタキ  アミ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日大滝 麻未

7 監事理事

カトウ  エイスタ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日加藤 英輔

8 監事
カワイ  マサユキ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日川合 雅幸

9 監事
シミス
゛
  ヨシヒコ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日清水 喜彦

10 監事

トコイ(ナベシマ)マナ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日
床井 (鍋嶋)

麻奈

理事

理事

理事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11
・監事理

スカ ハフ ,=ta 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日菅原 邦 彦

12 理事・監事
年

年

月

月

日

日

13 理事・監事
年

年

月

月

日

日

14 理事・監事
年

年

月

月

日

日

15 理事・監事
年

年

月

月

日

日

16 理事・監事
年

年

月

月

日

日

17 理事・監事
年

年

月

月

日

日

18 理事・監事
年

年

月

月

日

日

19 理事・監事
年

年

月

月

日

日

20 理事・監事
年

年

月

月

日

日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

生産里塾匿ユ五生重璽興Ш盤全

氏   名

1 宮内 孝久

2 青井 千由紀

3 渥美 直紀

4 市川 正司

5 大滝 麻未

6 加藤 英輔

7 川合 雅幸

8 清水 喜彦

9 床井 (鍋崎)麻 奈

10 星野 守




